
電力市場をゆがめる官製市場
２０２4年12月16日
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前提
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●



前提

● 日本の電源の8割は旧一電が保有または長期

契約
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● 旧一電の販売電力量シェアは約8割
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自由化当初、拮抗していた新電力と旧一電の販売価格は、2018年頃から徐々に差が広
がった。現在の価格差は４円/kWh
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官製市場
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電力・ガス基本政策小委員会 第1回制度検討作業部会資料
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https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202309_youryou_syousaisetsumei_long.pdf



多様な容量メカニズム 8

新規電源入札
なし(運転予備力需要曲線)

戦略的予備力
（ターゲット）容量支払

集中型容量市場
分散型容量義務

Bublitz, A. et al. “A survey on electricity market design: Insights from theory and real-world implementations of capacity 
remuneration mechanisms” Energy Economics 80 (2019) 1059–1078, https://doi.org/10.1016/j.eneco.2019.01.030

• もともと容量メカニズムはアデカシー（十分な供給力）確
保のためのもの。電源維持費補填のためのものではない。

• 容量メカニズムには様々な種類があり、容量市場はその
一つに過ぎない。
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https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202309_youryou_syousaisetsumei_long.pdf



メインオークションの現状
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https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20230718_youryou_shousaisetsumei.pdf
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• 約定価格は初回は上限に張り付いた。その後はさがったものの、約
定価格の上昇、経過措置係数の減額があいまり、約定総額で考える
と初回の1.6兆円に近付いている。

• 約定価格の変動が激しい。これで予見可能性が供給できるのか疑問

• 約定価格から経過措置係数をかけた額が実際の約定価格になる。
• 当初の経過措置係数は58％、毎年-７％されていき、2027年度オークション（実需給年度

2030年度）からは経過措置なし



電源種別約定量

0.4126 0.4011 0.3955 0.3841

0.7094 0.6731 0.6371 0.686

0.1342
0.0883

0.0868
0.1069

0.0704
0.0856

0.0776
0.0776

0.1331
0.1309

0.1306
0.1306

0.2138
0.2156

0.2327
0.2196

0.0029
0.0031 0.003

0.003

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2020 2021 2022 2023

億
k
W

石炭 LNG 石油他 原子力 一般水力 揚水 再エネ

14

約定資料より推定

メインオークションでは7割以上は火力が約定
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※各年度ごとの電源種別落札量と控除後約定価格をもとに計算した。ただし、落札しなかった発動指
令電源はすべて揚水とみなした。また落札しなかったその他電源について差し引いていない。

メインオークション収入の7割は火力に

火力収入計：1.2兆円



16既存契約

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/030_04_01.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2023/files/202309_youryou_syousaisetsumei_long.pdf
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長期脱炭素電源オークション
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長期脱炭素電源オークションの目的
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/061_04_00.pdf
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LNGについては、供給力提供開始から10年後までの間に脱炭素化に向けた対応（改修のための本制度への応札等）を開
始することや、2050年までの脱炭素化ならびに落札後6年以内の供給力提供開始を条件とする

• メインオークションの上限価格はNetCONEの1.5倍（1.4～1.5万円/kW）だが、長期脱
炭素電源オークションでは電源別に設定され、高いものは10万円/kW。

• 応札下限容量はメインオークションが1000kWなのに対して、長期脱炭素電源オークショ
ンでは原則10万kW
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https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202309_youryou_syousaisetsumei_long.pdf

将来的には600万kWに増やす見込み
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2023年度約定結果
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23他市場収益の還付

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202309_youryou_syousaisetsumei_long.pdf

（翌年度の他市場収益＝他市場収入―可変費―前年度の他市場収益の赤字）のため、赤字が累積していくこともありうる



他市場収益の還付
24



２０２４年度オークションでの追加要件
25

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/086_05_00.pdf

アンモニアの新設案
件が追加

新規追加

新規追加

中小水力発電案件
が追加

既設が新規追加

＋蓄電池について、応札下限容量を1
万kWから3万kWに引き上げ



落札した島根原発3号機の収入推計 26

電源ごとに約定
価格が異なるの
で、ここでは平
均価格を使った



27



第二回では、さらに既設原発の回収費用も追加

28

さらにLNG火力は2年で合計424万kW追加募集
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原発の非化石価値の購入を義務づける高度化法義務達成市場 29
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非FIT：再エネ指定 非FIT：再エネ指定なし

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/01_ANRE_230209_RE-Users.pdf

２０２０～２０２４累計

非FIT再エネ：248億円
非FIT再エネ指定なし：１９３億円

エネルギー供給構造高度化法は、年間販
売電力量が5億kWh以上の小売電気事
業者に対し、2030年度の販売電力量の
うち44％以上を非化石電源とすること
を求めている。高度化法義務には高度化
法義務達成市場のみ



RAB（Restricted Asset Base,規制資産ベース）モデル
施設への投資額をRAB(規制資産ベース)として、RABに報酬率を乗じた事業報酬＋減価償却費＋運

転維持費等を規制料金で回収 →総括原価方式の復活

30

RABの変化と規制料金の変化

https://consumer.scot/publications/public-information-note-on-nuclear-rab-and-sizewell-c-html/

建設中
投資額の増加ととも
に規制料金も増加

運転中
・減価償却分規制料金が増える

・減価償却でRABが減る分規制料金が減る
・改修などの追加投資分RABが増え、規制料金が増える

https://www.niauk.org/wp-content/uploads/2022/01/New-Build-Cost-Reduction-
Sector-Deal-Working-Group.pdf

原子力業界の主張
リスクプレミアムが載っている分、資金調達コストが高く
なっている。RABであれば、赤枠部分は不要だったはず



価格操作問題

31
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JEPXスポット市場は日本の総電力需要の4割の取引が行われる巨大市場



JERA事案概要
33

2024年11月11日 株式会社JERAに対する業務改善勧告
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2021年11月中システムプライス50円/kWhを大きく上回った日
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202１年1０～12月の旧一電のスポット市場売り入札量シェアは５５％
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JERAの売り入札に占めるシェア

● 売り入札量に占める旧一電全体のシェアが５５％

● JERAの当該日における旧一電売り入札量に占めるシェアはおよそ4割

● 0.55*0.4 = 0.22

よって当該日のJERAの売り入札全体に占めるJERAのシェアは約2割と推定できる

39

疑問：

1. 巨大な売り入札を行っている事業者の入札行動を日本卸電力取引所・電力ガス取引等監視委員会はどう
監視しているのか？

2. 日本卸電力取引所の職員数は11名（2024年3月末）。欧州の電力取引を行うEEXはほかの取引もおこ
なっているが、職員数800人以上。これで日本の電力取引所は十分な取引が可能なのか？

3. 日本卸電力取引所と電力ガス取引監視等委員会はどのような役割分担を行っているのか？



関電事案概要❶
40

2023年12月26日 関西電力株式会社に対する業務改善勧告



関電事案概要➋
41

2023年6月「関西電力株式会社、中部電力ミライズ株式会社、中国電力株式会社、九州電力株式会社及び九
電みらいエナジー株式会社に対する業務改善命令に係る報告書」

供給量の意図的な絞り込みをおこなうことで市場価格を吊り上げ、新
電力を退出させる意図が露骨に記載されている

市場への供給義務が緩和されるとともに可変費に
頼らない制度（容量市場メインオークション・長期脱
炭素電源オークション、さらにRABモデル）などが
導入。旧一電の強化がはかられている。



● 余剰供給力は市場に全量入札するという義務はあるものの、「余剰」を監視することが極めて難しい。取引

所は相対取引を把握しておらず、「適正な電力取引についての指針」において、インサイダー情報の公開が規

定されているものの、出力低下などの規定は幅があるもので、これで監視できるものとは言えない。

● 相対取引の内外無差別化が求められている中、相対取引をすべて取引所取引に移行するべきではないか？

● 現状、電力取引は電気事業法に規定されているが、金融商品取引法上に規定されている罰則と平仄があっ

ていない。少なくとも罰則規定を一致させるべき。たとえば現状ではJERAが市場価格つり上げで得た利益

の還付は求められない。

● 被害者への賠償はどうなるのか？

米国事例：カナダ・トロント・ドミニオン銀行の米国債市場での相場操縦事件

民事罰として約1,260万米ドル、940万米ドルの刑事罰、470万米ドルの被害者補償金

140万米ドルの没収金

日本事例： SMBC日興証券の相場操縦事件

法人に罰金7億円と追徴金約44億7千万円

エクイティ本部の元副本部長：懲役1年6カ月執行猶予3年

42
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